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本 研 究 は、新 人 看護 職 員 研修 事 業 である「医療機 関受 入 研修 事 業 」の実態 とその効 果を検討 するた

め、事 業参 加 施 設 と不参 加 施 設 の新 人看 護 職 員 離職 傾 向と看護 技 術 習 得 自信 度 につ いて統 計 学的

に比較 した。事 業 で行 われた研 修 の参 加 施設 看 護 管 理者(!5名)お よび新 人 看護 職 員(25名)と 、不 参

加 施 設 看 護 管理 者(!3名)お よび新 人 看護 職 員(!7名)を 比較 した結 果 、離 職 率 の変 化 率 ・継 続 意 思 ・

看護 技 術 習 得 自信 度 について統 計 学 的 に有意 な差 はなかった。しかし、新人 看 護職 員 の継 続 意 思 と

離職 に関連 する個 人 要 因 の相 関をみた結果 、参加 施 設 の継 続 意 思(現 施 設)は 給 与 満 足 ・看 護 技術

習 得 自信 度(診 療 の補 助 技 術 ・療養 の世 話 技術 ・総合)に 相 関 がみ られたことから、他 の施 設 の新 人 研

修 に参 加 することは、継 続 意 思(現 施 設)お よび看護 技 術 習 得 自信 度 に効果 的 に作 用 することが示 唆 さ

れた。

キ ー ワー ド 新 人看 護 職 員研 修 事 業,医 療機 関受 入 研 修 事業,離 職,看 護 技術 習 得 自信 度.

Thisstudyinvolvedastatisticalcomparisonofnovicenurses'turnoverratesandlevelsof

self-confidenceabouthavingacquirednursingskills,betweeninstitutionsthatdidanddid

notparticipateinthenovicenurses'trainingprogram(atrainingprogramcarriedouton

acceptanceatmedicalinstitutions),inordertoelucidatetheactualachievementofthis

program.

Thecomparisoncoverednursingmanagers(15)andnovicenurses(25)atparticipating

institutions,andnursingmanagers(13)andnovicenurses(17)atnonparticipating

institutions,andthefindingwasthattherewerenostatisticallysignificantdifferences

betweenthetwogroupswithrespecttoturnoverrate,wishtocontinuewithnursing,or

nursingskillacquisitio鍛self℃onfidence.However,evaluationoftherelationships

betweenfactorsrelatingtothewishtocontinue,andtoturnover,onthepartofnovice

nurses,clearlyshowedthatthefactorsaffectingtherelativelyhighwishtocontinueat

participatinginstitutionsweresatisfactionwithpayandself-confidencewithrespectto

supplementarydiagnosticandtreatmenttechniquesand/orcaringtechniquesadditionalto

treatment.

Participateinthistrainingprogramappearstoincreasedesiretocontinuenursingor

self-confidenceabouthavingskillacquisition.
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novicenurses'trainingprogram,atrainingprogramcarriedoutonacceptanceatmedical

institutions,turnover,self-confidence,acquisitionofnursingskills.



L緒 言

1研 究背 景

看 護 職者 が専 門職 としての責 務 を全 うし、国 民

の生活 に貢献 するためには、看護 基 礎 教 育 水準

の向 上ならび に資格 取 得 後 の継 続 的な学 習 が重

要 である。近年 、我 が国の看 護 実 践能 力 の向 上

に関する取 り組 みにおいて、2009年 の保 健 師 助

産 師看 護 師 法 の改 正 によりr保健 師 、助 産 師 、看

護 師及 び准看 護 師 は、免 許 を受 けた後 も、臨 床

研 修 等を受 け、その資質 の向 上 に努 めなけれ ば

ならないこと」1)が明 記 された。また、看護 師等 の

人 材確 保 の促 進 に関 する法律 の改 正 においても

「病 院等 の開設 者 が、新 人 看護 職 員 研修 の実 施

や 、看 護 職 員 が研 修 を受 ける機 会 の確 保 のため、

必 要な配 慮 を行 うよう努 めなけれ ばならないこと」、

「看 護職 員 本 人 の責務 として、免 許 取 得後 も研

修 を受 けるなど、自ら進 んで能 力 の 開 発 ・向上

に努 めることJ2)が明 記 された。これを受 けて1i

年 度 から新 人 看護 職 員 研修 の努 力義 務 化 に至

った。これ によって新 人 看 護職 員 の早期 離 職 防

止 および専 門職 としての資 質 の向上 を図るため、

看護 職 者 自身が継 続 的な研 修 を受 けること、 病

院等 の開設 者 は研修 機 会 を提 供 するように配 慮

することが法 制度 的 に規 定 され、「新 人 看護 職 員

研 修事 業 」が開始 された3>。事 業 は、新 人 看 護職

員研 修 事 業/医 療 機 関受 入研 修 事 業/多 施 設

合 同研 修 事 業/研 修 責 任 者研 修 事 業/新 人 看

護 職員 研 修 推進 事 業 で構 成 され 、一 定 の要 件 を

満 たせ ば研 修 責任 者 経 費 ・諸 謝 金 ・旅 費 ・需 用

費 ・役 務 費 ・使 用料 および賃 貸 料 ・備 品購 入 費

などの経 費 が補 助 されるものである。この事 業の

なかで、自施 設 の研修 を公 開 し複 数 月 で研 修 を

実施 した医療 機 関(以 下 、受入 れ施 設)が 補 助 を

受 けられるという「医療 機 関受 入 研 修 事 業(以 下 、

事業)」が開始 された。事 業 は、これまで個 別 の施

設 内で完 結 することの多 かった新 人看 護 職 員研

修(以 下 、新 人研 修)を 他施 設 で受 入 れて行 うも

ので、自施 設 単独 で完 結 できない施 設 の新 人研

修環 境 の整 備 、とりわけ中小 規 模 病 院 の新 人研

修 の環 境整 備 に期待 されている。

現 在 、我 が国 では、医療 供 給 体制 の効 率化 の

一環 から医療 の機 能 分 化 が推 進 されている。そ

のなかで、国内 全病 院 の69.2%を 占めている中

小規 模 病 院(200床 未満)4)に 対する役 割期 待 は

大きい。しかし、中小 規模 病 院 の新 人看護 職 員

の離 職 率 は全 国平 均よりも3～4%高 く、新 人看

護 職 員 採 用 人数 の少 ない病 院(特 に1～20人 未

満 の採 用 人数)の 教 育研 修 体 制 の整備 は進 んで

いない5>。すなわち、中小 規模 病 院 の新 人研 修 の

環境 整 備 に期 待 できる本 事 業 は、我 が国 の医 療

を支える中小 規模 病 院 の看 護 の質 を向上 させる

ものであり、国 民の健康 に寄 与するものである。ま

た、これまで 自施設 のみで展 開することの多かっ

た研 修 に、外 部施 設 の看 護 職 員 が参 加 できるよう

になったことは、複 数 の施 設 問の連 携 の機 会 が

増 すことになり、看 護職 能集 団としての地域 組織

化 の強化 や 、医療 サービス連 携 の機 会促 進 にも

期 待 できよう。

このように、本 事 業 が看 護 職員 の継 続教 育 環

境 の整 備 をはじめとする様 々な効 果 に期 待 できる

ものの、事 業初 年 度 の登 録 施 設 は209似 下6)であ

り、事 業 の定着 拡 充 には至 っていない。この背景

には、事 業 開 始 が直 前 の通 達 であり周知 が不十

分であったこと、事業 主体 が都 道 府 県 主体 であり

実施 状 況 に差 が生 じていること、受 入 れ各施 設 か

らの申請 により事 業 が成 立すること、事 業 で行 わ

れる研 修 に新 人看 護 職 員 を参加 させる側 の施 設

(以 下 、参加 施 設)の 研 修 体 制整 備 状 況 の差 な

どの様 々な要 因 が推 測 されるが、事業 の実態 や

効 果 についてはほとんど明 らかにされ ていない。

2研 究 の意 義

本 研 究 において、事 業 の実態 を明らかにし、他

施 設で行 なわれる新 人 研 修 への参加 と新 人看 護

職 員 の離 職傾 向や 臨床 看 護 実践 能 力 向 上の学

習 行動 の動機 付 けとなる看護 技 術 習 得 自信 度 と

の関係 を明 らかにす ることは、事 業の実 態を踏 ま

えた上での課 題 が明確 になり、今 後 、事 業を定 着

拡 充 させるための重 要な示唆 を得ることができ意



義 がある。とりわけ、我 が国 の医療機 関 の約7割 を

占める中小 規模 病 院 の新 人研 修 の施 設 問格 差

の改 善 のための示 唆 は、我 が国の看 護 の質 の均

てん化 に繋 がるものであり、新人 看 護 職 員 以外 の

看 護 職 員 に対 する研 修 等 においても将 来発 展 的

に利 用 できる資料 となり得 るため意 義 がある。

3.研 究 目的

本 研 究 の 目的 は、事 業 における研 修 の実 態 を

明 らか にす るとともに、事業 の参加 施 設 と不 参加

施 設 について、新 人看 護職 員 の離職 傾 向と看護

技 術 習得 自信 度 についてどのような差 があるのか

を統計 学 的 に比較 することである。

H研 究方法

1.用 語 の操 作 的 定 義

新 人 看 護 職員:免 許 取 得後 初 めて就 労した免 許

所得1年 以 内の保 健 師 、助 産 師、看 護 師 及 び准

看 護 師 をいう。研 究 対象 の新人 看 護職 員 とは

2010年 度 の新 人 看護 職 員 をいう。

受入 れ施 設:自 施設 で行 われている研修 に他 施

設 の新 人看 護 職 員 を受 入 れている事業 登 録施

設 をいう。

参加 施設/不 参 加 施 設:事 業 に、新 人看 護 職

員 が参 加 している施 設 を「参 加 施 設 」、参 加 して

いない施 設 を「不参 加 施設Jと いう。

離 職 傾 向:事 業 の参加 前 年 度(2009年 度)と 参

加 年 度(2010年 度)の 離 職 率 の変 化 と、新 人看

護 職 員 の職 務継 続 意 思(以 下 、継 続意 思)を い

う。

看 護 技 術 習得 自信 度:日 常の看 護 実 践 のために

必要 な技 術 について、実施 できると感 じている自

信 の程度 をいう。

2研 究デザイン

量 的 記述 的調 査 による比 較型 研 究 デザイン。

3.研 究 枠 組 み(図1)

本研 究 は、事 業の主 目的である早期 離職 防止

と看 護 の質 の向 上の2点 について参 加 施設 と不

参加 施 設 の比 較 を行 うものである。早 期 離職 防

止 については新人 看護 職 員 の離職 傾 向 を、看護

の質 の向 上 については臨床 実 践能 力 のための学

習行 動 の動 機 付 けとなる新 人看 護 職 員 の看護 技

術 習得 自信度 の調 査を行 い、それぞれ にどのよう

な差 があるのか統 計 学 的 に比 較 した。その際 、新

人看 護 職 員 の離 職 に影 響 すると考 えられている

施設 要 因 ・教 育 に関する要 因 ・個 人 要 因 に関 す

る複数 の因 子 を考 慮 した。

1)施設 要 因

[設置 主体■病 床数1新 人 看 護職 員 数]の 基礎

情 報 の他 に、患 者 対看 護 師 の配 置 不 足 は看 護

師 のバ ーンアウトおよび離 職 に影 響 する7)とする研

究 報 告から、[看護 師 配 置]に ついて調 査 した。

2)教 育 に関す る要 因

[本事 業 以外 の新 人看 護 職 員研 修 事 業へ の

参 加■教 育 担 当者 配 置 の有無]の 事業 関連 項 目

のほか、[新人看 護 職 員 教 育体 制][看 護職 員 教

育体 制]に ついて調 査 した。[新人看 護i職員教 育

体制]に ついての調 査 では、新 人看 護 師 の満 足

するプリセプター制 度 は離職 率低 下 に効 果 がある

8)という研 究 報告 をもとに新 人看 護 職 員 に提 供

している教 育 体 制 の有 無 を調 査 した。〔看 護 職 員

教 育 体制 〕に関 する調査 では、組 織 的 な継 続 的

教 育機 会 の設 定や看 護 師 教 育プログラムの有無

は看護 師の離職 意 向 に強 く影響 し9>～12)、クリニカ

ルラダーを採 用 している施設 の看護 師 は採 用 して

いない施 設 の看護 師と比 較 し職 務 満 足度 やリー

ダーシップ能力 が高 く離 職 防止 へ の効果 が期待

できる夏3)とする研 究 報 告から、看 護 師教 育 体 制

の整備 の有 無 について調 査 した。

3)新 人 看 護職 員 の個 人 要 因

[年齢][性 別〕の基本 情 報 の他 に、離 職 に関連

する個 人要 因 として〔教 育歴][希 望 配 属一 致 の



有無 ■人 間 関係 満 足 感][指 導担 当者 サポート

感]〔看 護 管 理者 サポート感1給 与 満 足感 ■ハラス

メント経験]に ついて調 査 した。

看 護 師 の[教 育 歴]に ついて、専 門学 校 教 育 の

看 護 師 と比 べて大 学教 育 の看 護 師 の離 職 率 が

低 いlh)ことが明 らかになっている。また、新 人看 護

職 員 の[希 望配 属 一 致]に ついては、配属 部 署 の

不満 足感 や希 望 不一 致 感 は離 職 に影 響 する15>

ことが明らか になっている。そして、就 職 後 早期 退

職 した新 人 看 護職 員の特徴 として職 場 内 の人 間

関係 および人 間 関係 への悲観 が影 響 しているこ

ど6>、新 人看 護 職 員 が感 じる困難 感 には職 場 の

人 間 関係 の形成 過 程 ・サポート体制 へのとまどい

や 緊彊7)が あり、スタッフや看 護i管理者 との関係

18)～zi)や給 与 の満 足 感22>は、看 護 師 の燃 え尽 き

および離 職 に強く影 響 することから、[人 聞 関係

満 足感]、[指 導 者 サポート感]、〔看 護 管理 者 サポ

ート感][給 与満 足感]に ついて調 査 した。その他 、

離 職 に関連 すると考 えられ るこハラスメントの経 験3

について調 査 した。

全 国(東 北 地 域 および茨城 県 は東 日本 大 震

災の影 響 を考慮 し除外)に おける、全 ての2010年

度 受 入れ施 設 の看 護 管 理 者 を対 象 にした。

まず 、厚 生 労働 省 医政 局から2010年 度 医療

機 関受入 研 修 事 業 の予 定 施設 一 覧 に関する情

報 を得た後 、事 業採 択 をした地方 自治 体看 護 行

政担 当部 局へ 受入 れ実 績 の確 認 情報 を得た。

情報 の得 られなかった一部 の地方 自治 体 にっい

ては、受 入 れ予 定施 設 に直接 実績 の確認 を行 っ

た。研 究 対 象 地域 では35都 道府 県301施 設 が受

入れ 予定 であったが、実際 に補 助 金 支給 対 象 の

実績 のあった施 設 は102施 設 であり、これらを対

象 とした。

2)参 加 施 設

研 究協 力 同意 の得 られた受入 れ施 設 の看 護

管 理者 に、参 加 施 設 の名 称 および新 人看 護 職

員 数 の情 報 提供 を依頼 し、その情報 をもとに参

加 施設 看 護 管 理者 に対 し電 話 および書 面 により

研 究 協力 を依 頼 した。

4.研 究 期 間

2011年7月 首 都 大 学 東 京 荒 川 キャンパス研 究

安 全 倫 理 委 員 会 承 認 後 より20!2年3.月 。

5.研 究対 象 およびデータの収集 方 法

1)受 入 れ施 設

3)不 参加 施 設

参加 施 設 と同一都 道 府 県 内 で規模/施 設 機

能 の類似 する施 設 を全 国病 院 データベ ース23)24)

より便 宜的 標 本抽 出法 にて合 計77施 設 抽 出し、

1施 設 あたり5名分 の新 人 看 護職 員 用 調査 紙 を

同封 郵 送 した。

〆 、

髄 設要劇

殺置主鯵{餓 人饗鋤

病床数 年齢/性 慧壕

年腿新入癒嚢職灘数 教育歴

糠護額配置 希望配属一致の禽無
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6.調 査 方 法

調 査 は郵 送 による自記 式 質 問 紙 法 により

行 った。

7.調 査 内容

1)受 入 れ施 設 の看 護 管 理 者

研 修 について、厚 生 労 働 省 ガイドライン
`L5)(以下

、ガイドライン)の 大 項 目 「看 護 職 員

として必 要 な基 本 姿 勢 と態 度 」r管理 的 側

面 」「看 護 技 術 」を構 成 する中 項 目(合 計24

項 目)に 「その他 」を加 えた合 計25項 目から

なる選 択 式 による回 答 と、事 業 で提 供 した

研 修 の具 体 的 内 容 お よび研 修 時 問を問 う

た。

2)参 加 施 設 ・不 参 加 施 設 の看 護 管 理 者

① 施 設 要 因:施 設 設 置 主 体 、病 床 数 およ

び病 床 内 訳 、当該 年 度 新 人 看 護 職 員 実数 、

事 業 に参 加 した新 人 看 護 職 員 の実 数 、入

院 基 本 料 で算 定 している看 護 師 配 置 を問 う

た。

②教 育 に関 する要 因:本 事 業 以 外 の新 人

看 護 職 員 研 修 事 業 の参 加 の有 無 、施 設 内

看 護 職 員 に対 する教 育 担 当者 配 置 の有 無 、

新 人 看 護 職 員 および 全 看 護 職 員 へ の教 育

体 制 の有 無 を問 うた。

③ 事 業 に新 人 看 護 職 員 を送 り出 すことを決

定 した判 断 指標:「 自施 設 単 独 でのガイドラ

イン準 拠 が困 難 」「職 場 適 応 のサポー トやメ

ンタルサポー ト等 の体 制 の不 備 」「組 織 内 で

研 修 責 任 者 等 の担 当者 機 能 不備Jお よび

「その他 」か らの選 択 とした。

④ 新 人 看 護 職 員 および 全 看 護 職 員 の2009

年 度 と2010年 度 の在 職 者 数 と離 職 者 数 を

問 うた。離 職 率 の変 化 率(%)は 、回 答 結 果

から研 究 者 が算 出 した。算 出 計 算 式 は、

{(Zola度 初 めの在 職 者 数)一(20!0年 度 終

わり在 職 者 数)/2010年 度 初 め在 職 者 数 レ

{(2009年 度 初 めの在 職 者 数)一(2009年 度

終 わり在 職 者 数)/2009年 度 初 め在 職 者

数}×11で 求 めた。

⑤ その他:看 護 管 理 者 の事 業 に関す る意

見 について 自由記 載 により回 答 を得 た。

3)参 加 施 設s不 参 加 施 設 の新 人 看 護 職 員

① 年 齢 、性 別 、教 育 歴 、希 望 配 属 一 致 の

有 無 について選 択 式 で問 うた。人 間 関係 満

足感 ・指 導 担 当者 サポー ト感 ・看 護 管 理 者

サポー ト感 ・給 与 の満 足 感 をVAS(Visual

AnalogScale)方 式 で 問うた。ハラスメン}・経

験 の有 無 お よびその内 容 について問 うた。

② 継 続 意 思:「看 護 職 としてJ「現 在 の施 設J

の継 続 意 思 の程 度 についてVAS方 式 で問 う

た。継 続 意 思 「総 合 得 点 」は、回 答 結 果 か

ら研 究 者 が算 出 した。算 出 計 算 式 は、(看

護 職 としての継 続 意 志)÷(現 在 の施 設 の継

続 意 思)/2に より求 めた。

③看 護 技 術 習 得 自信:「診 療 の補 助 技 術 」

および 「療 養 上 の世 話 技 術 」の 自信 の程 度

についてVAS方 式 で問 うた。自信 「総 合 得

点 」は、回 答 結 果 か ら研 究 者 が算 出 した。

算 出 計 算 式 は、(診 療 の補 助 技 術)+(療 養

上 の世 話 技 術)/2に より求 めた。

④その他:新 人 看 護 職 員 の研 修 等 に関 す

る意 見 について 自 由記 載 により回 答 を得

た。

8.分 析 方 法

D受 入 れ 施 設 の提 供 した研 修 について、記

述 統 計 を行 った。

2)参 加 施 設 ・不 参加 施 設 の施 設 要 因 ・教

育 に関 する要 因 につ いて、2群 間 に差 がな

いことを確 認 後 、新 人 看 護 職 員 お よび全 看

護 職 員 の離 職 率 の変 化 率 について比 較 し

た。

3)参 加 施 設 ・不 参 加 施 設 の新 人 看 護 職 員

の個 人 特 性 について2群 間 に差 がないこと

を確 認 後 、継 続 意 志 および看 護 技 術 習 得

自信 度 の得 点 を比 較 した。

4)新 人 看 護 職 員 の継 続 意 思 について、看

護 技 術 習 得 自信 度 および個 人 要 因 問 の相

関を求 めた。



5)参 加 施 設 と不 参 加 施 設 のそ れ ぞ れ の群

内 に お ける継 続 意 思 に つ い て 、看 護 技 術

習 得 自 信 度 お よび 個 人 要 因 間 の 相 関 を求

めた。

比 較 はxz検 定 もしくはMann-WhitneyU

検 定 、相 関 はKolomogorov-Smirnov検 定

による正 規 性 の確 認 後 、正 規 性 が 保 証 され

た場 合 はpearsOnの 積 率 相 関 係 数 、非 正 規

性 の 場 合 はSpearmanの 順 位 相 関 係 数 を求

め た。有 意 水 準 は5%と し全 て 両 側 検 定 を

行 った。分 析 に は統 計 パ ッケー ジSPSS

ver!9.Oforwindowsを 用 い た。

加 の可 否 、回 答 内 容 などに関す る情 報 は

応 えないこととした。

参 加 施 設 ・不 参 加 施 設 の調 査 にあたり、

看 護 管 理 者 から新 人 看 護 職 員 への調 査 紙

の配布 を依 頼 したが、その調 査 紙 にも研 究

協 力 依 頼 文 書 を添 付 し、返 信 は新 人 看 護

職 員 が各 自個 別 に返 信 してもらうよう返 信

用 封 筒 を添 えた。また、新 人 看 護 職 員 の回

答 の状 況 につ いては 、所 属 施 設 の看 護 管

理 者 に知 らせ ない 旨 を明 記 した。

その他 、首都 大 学 東 京 荒 川 キャンパス研

究 安 全 倫 理 委 員 会 の承 諾 を得 て行 った。

9.倫 理 的 配 慮

全 ての対 象 者 に対 して研 究 協 力 依 頼 文

書 を送 付 し、調 査 対 象 選 定 に至 った経 緯 ・

研 究 目的 ・内容 ・方 法 を説 明 した。

研 究 協力 へ の同 意 がない場 合 でも何 ら

不 利 益 を被 ることがないこと、研 究 途 中 の拒

否 ができることを明 記 した。研 究 協 力 は対 象

者 の 自由 意 志 を尊 重 し、強 制 にならないよ

うに配 慮 した。調 査 紙 は無 記名 とし、記 入

後 は個 別 に同 封 した切 手 付 き封 筒 による返

信 をしてもらうことで、対 象 施 設 および対 象

者 の研 究 参 加 への 自 主性 を担 保 した。

得 られたデータは、施 設 名 お よび個 人 名

が特 定 されないように記 号 化 し取 り扱 った。

研 究 終 了 後 、データは全 てシュレッダー破

棄 し、メディア媒 体 は初 期 化 し研 究 終 了3年

後 に破 棄 する。

受 入 れ施 設 看 護 管 理 者 が研 究 者 に参 加

施 設 名 を情 報 提 供 す るにあたり、受 入 れ 施

設 および参 加 施 設 双 方 のプライバシーと自

主 性 を担 保 するため、受 入 れ施 設 宛 に同

封 した 「参加 施 設 宛 の研 究 協力 依 頼 文 書

入 り封 筒 」の宛 名 住 所 の記 載 をお願 いし、

受 入 れ施 設 側 か ら参 加 施 設 へ研 究 協 力依

頼 文書 を郵 送 してもらった。郵 送 の代 行 依

頼 にあたっては、最 初 の研 究 協 力 依 頼 の段

階 で 目的 と方 法 を明 示 した。また、 受 入 れ

施 設 ・参 加 施 設 の間 にお いて、研 究 へ の参

皿.結 果

L研 究 対 象 の概 要(図2)

1)受 入 れ施 設

実 績 のあった102施 設 の受 入 れ施 設 に電

話 および書 面 により研 究 協 力 を依 頼 し!3施

設 か ら研 究 協 力 の同 意 を得 た(回 収 率

!2.7%)o

受 入 れ施 設 について、対 象 の!3施 設 の設

置 主 体 は、地 方 自治 体4施 設 、公 的 機 関6

施 設 、医 療 法 人2施 設 、その他1施 設 か らな

り、平 均 病 床 数 は338(SD=166.7)床 であっ

た。

2)参 加 施 設

研 究 協 力 の得 られた受 入 れ施 設13施 設

の研 修 には、38施 設 から92・名 の新 人 看 護

職 員 が参 加 していた。このうち、研 究 者 が実

際 の参 加 施 設 名 および 参加 新 人 看 護 職 員

数 を把 握 しているのは14施 設 の39名 である。

残 りの24施 設53名 につ いては受 入 れ 施 設

の看 護 管 理 者 によって調 査 紙 の郵 送 を代

行 してもらったため 、現 時 点 においても実 際

の施 設 名 は判 明 していない。

参 加 施 設 看 護 管 理 者 に対 し電 話 および

書 面 により研 究 協 力 を依 頼 し15施 設 の看

護 管 理 者 か ら回 答 を得 た。また、新 人 看 護



職 員92名 の うち25名 か ら回 答 を得 た 。

対 象 の15施 設 の 設 置 主 体 は 、地 方 自 治

体2施 設 、公 的 機 関2施 設 、医 療 法 人9施

設 、そ の 他2施 設 か らな り、平 均 病 床 数 は

!94.5(SD=11!.13)床 で あった。施 設 機 能

は 、一 般5施 設 、療 養 お よび 回 復 期3施 設 、

精 神2施 設 、ケアミックス4施 設 、精 神 お よび

一 般!施 設 で あった
。

参 加 施 設 新 人 看 護 職 員 につ い て 、対 象

の25名 の うち 、女 性22名(88.0%)、 平 均 年 齢

は25.7歳(SD=1.58)で あった。取 得 資 格 は

看 護 師23名(92,0%)で あ った。最 終 教 育

課 程 は 、3年 課 程 専 門 学 校 がもっとも多 く12

・名(48.0%)で 、次 い で2年 課 程 専 門 学 校8

名(32.0%)、 大 学3名(12.0%)、 准 看 護i師 養i

成 所2名(8.0%)、 未 回 答1名 で あった。

3)不 参 加 施 設

参 加 施 設 と同一 都 道 府 県 内で類 似 規 模

の施 設 を合 計77施 設 抽 出 し、1施 設 あたり5

名 分 の新 人 看 護 職 員 用 調 査 紙 を同 封 郵

送 し13施 設 の看 護 管 理 者 および新 人 看 護

職 員!7名 か ら回 答 を得 た。対 象 の13施 設

の設 置 主 体 内 訳 は、地 方 自治 体1施 設 、公

的 機 関1施 設 、医 療 法 人10施 設 、そ の他!

施 設 か らな り、平 均 病 床 数 は17!.1

(SD=45.19)床 であった。施 設 機 能 は、一 般

5施 設 、療 養 および 回 復 期!施 設 、精 神1施

設 、ケアミックス6施 設 、であった。

不 参 加 施 設 新 人 看 護 職 員 につ いて 、対

象 の16名 のうち 、女 性15名(93.8%)、 平 均 年

齢 は26.0歳(SD=6.73)で あった。取 得 資 格

は 看 護 師14名(82.4%)で あった。最 終 教

育 課 程 は 、3年 課 程 専 門 学 校 がもっ とも多 く

7名(41.2%)で 、次 い で2年 課 程 専 門 学 校5

名(29.4%)、 大 学2名(!1.8%)、 准 看 護 師 養

成 所3名G7.6%)で あ った 。

2.受 入 れ施 設 の提 供 した研 修 内 容

一 施 設 あたりの研 修 時 間 は平 均2006分

(33.4時 間)で あり、最 も少 ない施 設 は420

分(7時 間)で 、最 も多 い施 設 は3230分

(53.8時 間)の 研 修 を提 供 していた。研 修 の

内容 をガイドラインの項 目別 にみると、「呼

吸 ・循 環 を整 える技 術 」「救 命 救 急 処 置 技

術 」に関 するものがもっとも多 く、次 いで 「食

事 援 助 技 術jr活 動 ・休 息 活 動 援 助 技 術 」

であり、次 いで 「創 傷 管 理 技 術 」「与 薬 の技

術 」「症 状 ・生 体 機 能 管 理 技 術 」であった。

また、災 害 看 護 研 修(3施 設)、 地 域 連 携 や

退 院 調 整 技 術 研 修(2施 設)、 実 際 の患 者

に対 するシャドー研 修(1施 設)、 ケーススタ

ディ発 表(1施 設)、 日本 救 急 医 学 会ICLSコ

ース受 講(1施 設) 、プリセプティとの 同 時研

修(1施 設)、 手 話 研 修(!施 設)な ども提 供

され ていた。(表!)

事棄参加予定施設の矯報収集

(摩生労働翁/地 方綾治体鱈護行政撮当部褐〉

垂
事業参頒の爽綾確認の携報収集

(地方慈治体鷺護行政擦当部濁/金 麟璽業参加予定施設)

↓

+x参 加施設 不 参加施 設
一 榊一 騨夢 ・《・》

データ数(n)ヂ ータ数《n)デ 　夕数(n}

73薪 難 羅:15:25籍 難 蕪:13:17

図2:デ ータの収 集 過 程 と研 究 対 象 の概 要



表1:受 入 れ施 設 が提 供 した研 修 の内 容(n=13)

研修採用 平均研修時間(分)

施設数

ガイドライン項 目 (項 目) 平均時間 最小値一最大値

【看護職員として必要な基本的姿勢と態度】

看護職員としての自覚と責任ある行動 5 7645-140

患者の理解と患者 ・家族との良好な人間関係確立 2 8345-120

組織における役割・心構えの理解と適切な行動 3 lO545弓80

生涯にわたる主体的な自己学習の継続 3 8045-135

【看護技術】
環境調整技術 3 55340-1440

食事援助技術 7 159120-240

排泄援助技術 4 15090-240

活動 休息援助技術 7 17460-240

清潔 ・衣生活援助技術 4 150120-210

呼吸 循環を整える技術 8 22190-480

創傷管理技術 6 20560-300

与薬の技術 6 27060-690

救命救急処置技術 8 23920-480

症状・生体機能管理技術 6 33560-960

苦痛の緩和・安楽確保の技術 3 22790-350

感染予防技術 5 18060-330

安全確保の技術 4 12360-180

【管理的側面】
安全管理 4 14060-180

情報管理 4 13560-210

業務管理 3 7060-90

薬剤等の管理 2 6060-60

災害・防災管理 4 9520-240

物品管理 2 2020-20

コスト管理 3 2520-30

その他 7 `・ ・1it

一施設あたり平均 1α4 11.
皿

(最小値B大 値) (1-36) (420-3230)

3.参 加 施 設 と不 参 加 加 施 設 の 離 職 傾 向

参 加 施 設 と不 参 加 施 設 の離 職 率 等 の 比

較 にあ たり、施 設 要 因 お よび 教 育 に関 す る

要 因 の2群 間 の検 定 を行 った結 果 、施 設 の

施 設 設 置 主 体(p=0.82,病 床 数(p=1.00、

施 設 機 能<p=os3>,入 院 基 本 料(p=0.62ノ 、

教 育 担 当 者 配 置(p=0.52),他 の 事 業 へ の 参

加 状 況 φ欝073ノ,全 看 護i職 員 体 制(p=0.40

であ り有 意 な差 は み られ なか った。(表2.お

よび 表3)

参 加 施 設 と不 参 加 施 設 の 新 人 看 護 職 員

の 個 人 要 因 に つ い ても2群 問 の 検 定 を行 っ

た結 果 、年 齢(p=0.56,性 別(p=0.94,教 育

歴(p=0.56で あ り、有 意 な 差 は 見 られ な か

った。(表4)

次 に 、参 加 施 設(n=15)と 不 参 加 施 設

(n二13)の 離 職 率 の 変 化 率 を比 較 した 結 果 、

新 人 看 護i職 員(U=25.00,p=0.!3,全 職 員

(U=74.00,p=0.6!)で あり有 意 な 差 は み られ

なか った 。(表5)

病 床 規 模 別 にお い て参 加 施 設 と不 参 加

施 設 の 離 職 率 の 変 化 率 を比 較 した 結 果 、

病 床 数200床 未 満 で は 、新 人 看 護 職 員

(U=36.00,p=0.46,全 職 員(U=45.00,p=

r.00>で あ り、病 床 数200床 以 上 で は 、新 人

看 護i職 員(U=6.00,p=/.00,全 職 員(U=4.00,

ρエ0.7の で あ り、い ず れ も有 意 な差 は み られ

なか った。(表6)

新 人 看 護 職 員 教 育 体 制 がある参 加 施 設

と不 参 加 施 設 の 離 職 率 の 変 化 率 を 比 較 し

た 結 果 、新 人 看 護 職 員(U=63.50,p=0.88),

全 職 員(U=51.00,p=0.55で あ り有 意 な差

はみ られ なか った。(表7)



4.事 業 参 加 と、新 人 看 護 職 員 継 続 意 思 ・

看 護 技 術 習 得 自 信 度 ・個 人 要 因

参 加 施 設(n=25)と 不 参 加 施 設(n=17)に

つ い て 、新 人 看 護 職 員 の 継 続 意 思 ・個 人

要 因 ・看 護 技 術 習 得 自 信 度 をそ れ ぞ れ 比

較 した 結 果 、継 続 意 思[看 護 職 〕rび=188.00.

p=0.53ノ,継 続 意 思 〔現 施 設 〕(U=19!.50,

p=0.59ノ,継 続 意 思[総 合](U=!74.00.

p=o.3aノ,人 間 関 係 満 足 感(U=182,50.

p=0.44ノ,指 導 担 当 者 サ ポ ー ト感(tl=147.00,

p=0.09),管 理 者 サ ポ ー ト(U=160.50,

p=0.18,給 与 満 足 感(U=160.00,p=0.!8)

ハ ラ ス メン ト経 験 の 有 無 ピ〆=0.24,グ0.62ノ,

希 望 配 置 一 致 の 有 無 ピ∬妬2,08,ρ=0ゴ5ブ,

自 信[診 療 の 補 助 技 術](U=196.00,

p=0.67,自 信[療 養 上 の 世 話 技 術 〕(U=173.

00,p=0.3!),自 信[総 合](U=185.50ri/.49ノ

で あ り、い ず れ も 有 意 な 差 は み られ な か っ た 。

(表8。 お よび 表9.)

5.新 人 看 護 職 員 の 継 続 意 思 と、看 護 技 術

習 得 自 信 度 お よび 個 人 要 因

まず 、参 加 施 設 と不 参 加 施 設 を合 わ せ た

新 人 看 護 職 員42名 の 継 続 意 思 につ い て、

看 護 技 術 習 得 自 信 度 お よび 個 人 要 因 問 の

相 関 を検 定 した結 果 、継 続 意 思(看 護 職)

に対 して 、人 間 関 係 満 足 感(r=0.36,給 与

満 足 感0・二〇.32λ 自信 〔診 療 の補 助 技

術 ノ0-0.48ソ,自 信[療 養 上 の 世 話 技 術]

(r=0,42),自 信[総 合](r=0.46ノ に正 の相 関

が み られ た。

継 続 意 思(現 施 設)に 対 して 、人 間 関 係

満 足 感(r=0.48,指 導 者 サ ポ ー ト感(r=0.39),

管 理 者 サ ポ ー ト感(r=0.47),給 与 満 足 感

(r=0.55,自 信[診 療 の 補 助 技 術](r=0.49,

自信[療 養 上 の 世 話 技 術]0・=0.48λ 自信[総

創 砧0,5刀 に正 の 相 関 が み られ た。

継 続 意 思(総 合)に 対 して 、人 間 関 係 満

足 感 ぴ置0.45ノ,指 導 者 サ ポ ー ト感(r=0.37),管

理 者 サ ポ ー ト感(r=0.42),給 与 満 足 感

(r=0,49),自 信[診 療 の 補 助 技 術](r=0.53),

自信[療 養 上 の 世 話 技 術]0・儒0,49ノ,自 信[総

合](r=0.54に 正 の相 関 がみ られ た。(表

10.)

次 に 参 加 施 設 と不 参 加 施 設 別 の継 続 意

思 に つ い て 、看 護 技 術 習 得 自 信 度 と個 人

要 因 問 の 相 関 を検 定 した。

参 加 施 設 の継 続 意 思(現 施 設)に 対 して 、

給 与 満 足 感 硲0.79ノ,自 信[診 療 の補 助 技

術]ひ=0,46),自 信[療 養 上 の 世 話 技 術]

(r=0.47),自 信[総 合](r-=0.52ノ に相 関 が み ら

れ た。また 、継 続 意 思(総 合)に 対 して 、給

与 満 足 感0・篇0,62λ 自信 〔診 療 の補 助 技

術](r=0.43),自 信[総 合](r=0.52に 正 の相

関 が み られ た 。

不 参 加 施 設 の新 人 看 護 職 員 の 継 続 意

思(看 護 職)に 対 して 、管 理 者 サ ポ ー ト感

(r=0.51),給 与 満 足 感(r=0.55),自 信[診 療

の 補 助 技 術](r=0.59,自 信[総 合](r=0.55)

に 正 の 相 関 が み られ た。継 続 意 思(総 合)

に 対 して 、人 間 関 係 満 足 感(r=0.66,指 導

者 サ ポ ー ト感(r=0.53),管 理 者 サポ ー ト感

(r=0.68),給 与 満 足 感(r=0.60,自 信[診 療

の 補 助 技 術](r=0.57),自 信[療 養 上 の世 話

技 術](r=0.43ノ,自 信[総 合]0-=.54ノ に正 の

相 関 が み られ た。(表11.)



表2:参 加 施 設 と不 参 加 施 設 の施 設 属 性 の関 係

全体 参加施設 不参加施設

(n=28)(n=15)(n=13)
2群間の検定

施設設置主体
地方自治体
公的機関

医療法人
その他

3

3

9

3

り
乙

り
4

(
り

り
4

1

1

0

1

n.s

・1'

病床数
一50

51-100

101-150

751-200

11

251-300

301-350

351-400

0

3

6

9

3

3

2

1

0

3

2

3

0

3

2

1

G

O

4

6

3

0

0

0

n.s

(p=1.00)

中 央 値165159172

± 標 準 偏 差52-40052-400108-243

施設機i能
一般

療養 ・回復期

精神

ケアミックス
ー般+精 神

0

4

3

0

ー

「0

3

2

4

1

に
)

蓬

蓬

R
)

(
U

n.s

(p=0.63)

入院基本料(重 複あり)
一般 7

(U
3

rO

7

0

1

2

3

R
)

蓬

(
∪

4

4

0

2

　
療養

(
》

だQ

り
4

2

853

945
σ

ー

ー

0

じ

n.s

(p=0.62)

精神 10

13

15:

20:

回復期15:1

2

り
乙

り
4

2

F
O

り
4

1

1
畢

り
乙

…rO

#1:X2検 定p〈 ○.05(両 側 検 定)

#2:Manh-W撫eyU検 定p<11(両 側 検 定)

表3:参 加 施 設 と不 参 加 施 設 の教 育 体 制 の背 景 の関 係

全体 参加施 設 不参 加施設

(n=15)(n=15)(n=13)
2群間の検定

研修担当者配置
配置あり
委員会等対応

担当者 ・委員会なし
未回答

14

11

3

1

8

只
)

∩
∠

(
)

農
)

(
0

蓬

蓬

n.s

(p=0.52)

他の事業参加(重 複あり)
新人看護職員砺修事業
多施設合同研修事業
研修責任者研二修事業

新人看護職貫研修推進事業
事業参加なし
未回答

4

-

2

0

-

2

8

(U
l
I
()

(b

-

6

1

1
ー

(
)

館Q

-

n.s

(p=0フ3)

新人看_:_教 育体鰯

体制あり

特にな し

24

4

-
,
4

3

0

p=0.04

看護職員教育体制
体制あり

特にな し

その他

未回答

バ
響
1

2

2 -
,
2

0

2

0

2

-

0

n.s

(P==0.40)

X2検 定p<0。05(両 儲検定)
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表4:新 人 看 護 職 員 の属 性 の関 係

全体 参加施設 不参加施設

(n=42)(n=25)(n=17)
2群 間の検定

年齢

21-25

i

31-35

36-40

41一

未 回答

平 均

±標 準偏 差

26

3

4

7

0

2

25.83

±7.25

15

壌

4

4

0

1

25.71

±1.577

11

2

a

3

0

1

.11

±6.73

11.S

(p=0.56)

性別

女性37

男性5

22

3

5

2

n.s

(p=0.94)

教育機関

准看護師養成所
3年課程専門学校

2年課程専門学校

3年課程短期大学

2年課程短期大学

大学

大学院

未回答

5

9

3

0

0

5

0

0

2

2

8

0

0

3

0

0

3

7

5

0

0

2

0

0

n.s

(p=0.56)

荊:X2検 定p<11(両 側 検定)

表5:事 業 参 加 と離 職 率 の変 化 率 の関係

参加施設(n=15) 不参加施設(n=13)

mean±SD M T 覇自eaR±SD MT Uz P 判定

新人

全職貫

0.05±0.15

1.10±7.02

iit

-3 .57

110.00

11

・11SS

-7
.65±26.68

一1 .1961.00

-0 .89152.00

25,001.52

74,000,514

0.13

0.61

n.s

n.S

Mann‐WhitneyU定,p〈0.05(両 側 検 定),..央 値 、 T:順 位 総 和.

表6:病 床規模 別 の施 設の事業 参加 と離職率の変化率の関係

参加施設(n=9)200床未満

mean±SDM T

不 参 加 施 設(n=10)

mean±SDM 丁 U z P 判定

薪 人 一〇,01±0.050DO

全 職 員 一1.20±5.29-2.36

11

111

0.02±0.090.00

-9
.00±29.29-1.30

1.11

1111

.11

45.00

0.71

0.00

0.46

1.00

n.s

n.s

参 加 施 設(n=6)200床以 上

mean±SDM T

不 参 加 施 設(n=3)

mean±SDM 丁 U z p 判定

新 人0.13±0.2211

全 職 員1.10±7.024.21

27.00

1!

0.03±0.890.05

-7 .65±26.68-0.89

11

11

.11

400

i11

・

1.00

0.70

n.s

n.s

Mann‐WhitneyU検 定,p〈0.05(両 側 検 定),
..央 値

、丁:順 位 総 和.

表7:新 人看護i職員 教育体 制がある施 設の事業 参加と離職率の変化率の関係

参加施設(n=11) 不参 加施設(a=12)

覇∩ea轟 ±SD M T mean±SD MT Uz P 判定

新人

全職員

0.06±0.17

1.61±7.90

111

一α08

129.50

11

0.03±0.09

-7
.65±26.68

0.00146.50

1:・ ・!1

63,500.15

引.000.59

i:・

0.55

n.s

n.s

Mann-WhitneyU検 定,p<it(両 側 検 定),..央 値 、Tl順 位 総 和.



表8:事 業 参 加 と新 人 看 護 職 員 の継 続 意 思 ・看 護 技 術 習 得 自信 度 ・個 人 要 因 の 関係 ①

参加施 設(n=25) 不参加施設(n=17>

percentiEe percentile U P 判定
mean-1-SD mean±SD

25 50°10 75% 25% 50°,6 75°ro

継続意思(看護職) 68.76±24.22 11 74.00 90.50 60.47±32.84 33.00 52.00 96.50 ii/1 0.53 n.s

継続意思(現施設) 51.64±2ア.63 28.50 48.00 11 47.00±34.86 16.50 33.00 75.50 191.50 0.59 n.s

継続意思(総 合) 62.20±24.90 47.75 58.50 83.75 53.74±30.98 31.75 44.50 76.75 17400 0.32 n.s

人間関係満足感 69.52±21.56 51.00 .:11 92.50 72.94±21.96 53.50 7t50 ・ii 蓬82.50 0.44 n.s

指導者サポート感 66.64±17.69 i11 67.00 1111 76.00±22.33 63.00 80.50 95.00 11 0.09 n.s

管理者サポート感 69.76±15.83 59.50 69.50 1 76.82±21.08 63.50 78.50 ・11 160.50 1 n.s

給与満足感 44.92±28.34 16.50 48.50 li 57.18±22.83 38.00 59.00 75.50 ・111 0.18 n.s

自信(診 療の補助技術) 40.12±23.30 19.50 37.00 64つ0 35.65±19.36 23.50 11 i11 .11 0β7 n.s

霞信(療養 上の世話技術) 45.12±22.10 30.50 39.00 .111 40.00±25.47 27.00 35.50 47.50 173.00 0.31 n.s

自信(総 合) 42.56±21.65 25.25 36.75 59.50 37.82±21.28 26.25 36.25 49.50 185.50 0.49 n.s

Mann-WhitneyU検 定,p<0.05(爾 側 検 定)

表9:事 業 参 加 と新 人 看 護 職 員 の継 続 意 思 ・看 護 技 術 習 得 自信 度 ・個 人 要 因 の関係 ②

参加施設 不参加施設X2(df=1) p

ハラスメント経験

あり

なし

6

9

3

4
○.24 1・

希望配属一致

一致21

不 一致4

11

6

is 0.15

n=42,X2検 定,p<0.05(両 側検定)

表10:新 人 看 護 職 員 の 継 続 意 思 と看 護 技 術 習 得 自信 度 ・個 人 要 因 の 関 係

人間関係 指導者 管理者 給与 自信 自信

満足感 サポート感 サポート感 満足 感(診 療補助)(療 養世話)

自信
(総合)

継続意思(看護職)

継続意思(現施設)

継続意思(総合)

0.36

0.48*

0.45寧

i・

0.39寧

0,37寧

1・

○。47*

0.42*

0.32*

○.55寧

0.49*

0.48*

0.49*

0.53*

0,42寧

α48ホ

0.49*

α46*

0.51

0.54寧

轟=42,Kolomogorov‐Smirnov検 定,pearsOnの 積 率 相関係 数(両 側),*P<0.05

表11:事 業 参 加 と新 人 看 護 職 員 の 継 続 意 思 ・看 護 技 術 習 得 自 信 度 ・個 人 要 因

人間関係 指導者 管理者

満足感 サポート感 サポート感

給与 自信 自信 自信
満足感(診 療補助)(療 養世話)(総 合)

参加施設

継続意思(看 護職)

継続意思(現 施設)

継続意思(総 合)

不参加施設

継続意思(看 護職)

継続意思(現 施設)

継続意思(総 合)

11

0.33

1

0.47

i

O.66*

i

O.17

0.21

0.41

0.71

0.53

0.19

0.27

0.27

0.51

i

O。68寧

0.31

0.79*

0.62

0.55*

11

/1

0.35

0.46*

0.43*

0.59

0.41

0.57*

0.25

0.47*

0.35

α49

α34

0.43率

!!

0.52率

0.52*

0.55*

1,

α54率

n(参 加 施 設/不 参 加 施 設)=25/17,Kolomogorov-Smirnov検 定,spearmanの 順 位 相 関 係 数(両 側),*P〈0.05



IV考 察

L研 究 対象 の特 徴

受入 れ施 設 のデータ収集 にあたり、厚 生 労

働省 および地 方 自治 体からの情報 に基 づき

研 究対 象を選 定した経 緯 の説 明や、回答 のし

やす い調査 紙作成 などに配慮 したが、最終 的

な回 収率 は!2.7%(!3施 設)と 低 く、本 事業 の

周 知不 足や 関心の低さを反 映させ た回収 率

であったと考 えられる。しかし、全 国的 にみて、

実績 のあった受 入れ施設 数 が少なかったこと

を鑑 みれ ば、本研 究で得 られた受 入れ施 設の

デ ータは貴重 であり、母 集 団の実状 をある程

度 反 映させる結 果が導き出せるものと考 える。

参加 施設 および新人看 護職 員 のデータ収

集 にあたり、先 の受入 れ施 設からの情報 に基

づきデータ収集 を行 った。その結果 、回収率

は参加 施 設39.5%(15施 設)・参加新 人看 護

職 員27.2%(25名)で あった。全 国の参加 予 定

施 設数 について、厚 生 労働 省 および地方 自

治体からの情報 では確認 できなかったため、

実際 の母集 団数 は判然 としないが、本 研 究で

収集 された参加 施設 のデータは、母集 団 の実

状をある程 度把 握するための有 効性 を見 出せ

ると考 えられる。

次 に、参加施 設 と不参加 施設 の比較 にお

ける属性 についてであるが、[施設要 因]・新 人

看護 職員 体制 を除いた[教 育 に関する要 因]・

[個人 要 因]に おいて2群 問 に統計 学 的 に有 意

な差 はなく、比較 の前提 条件 は確 保 されてい

ると考えられる。しかし、[教育 に関する要因]

の結 果 の判読 にあたっては、新 人看 護教 育

体制 の有無 につて2群 間 に有意 な差 がみられ

たこと、新人看 護職 員 の離職 率 の変化 率 がい

ずれも!1!%(中 央値)で あること、全職員 の離

職 率の改善 率が病 床数 の増 減床 および入 院

基本 料 の変 更等 による人員 の増員 削減 が影

響 していること等の考慮 が必 要である。

不参加 施設 において、「自施 設 で新 人研

修 体制 が無 い」という施 設 が0施 設 であったが、

本事 業 の設計 の背 景 には「新人研 修 体制 が

ない施 設 」が前 提 にあるものと考えられるため、

結果 の判 読 においては考慮 が必 要である。

2.事 業 の実 態

事 業 の実態 について、全 国 において301施

設 が受入 れを予 定 していたが、実 際 に受入れ

実績 のあった施設 は●i施 設(38.9%)で あった。

本研 究 においては、受 入れ施設1施 設あたり

の平均参 加施 設数 は2.9施 設 であり、参 加施

設1施 設 あたりの平 均参加 新人 看護 職員 は

2.4人 であった。この結 果か ら、全 国 的 にみ て、

事 業 に実際 に参加 した施設 および新 人看 護

職員 数 は、受入 れ施 設数 と比例 し、事業 開始

前 の見 込 み人 数 と比 べて少 ないことが推 察さ

れる。

新 人研 修 は、現行 の制 度 下では努 力 義務

であり法的 拘束 力 は弱い。これまで各施 設独

自で展 開 してきた新人研 修で充 足していると

判 断 されれ ば、事業 参加 が見送 られる可能性

が考 えられる。さらに、診療 報酬 等のインセテ

ィブがないことも事業 参加 の判 断 に影 響 を及

ぼしている可 能性 が考 えられる。事 業参加 の

判 断 は、施 設 の看護 管理 者 によって行 われる

と推 察されるが、本 研 究では受入 れ施 設 およ

び参 加施 設 の施設 看護 管理 者 が事業 参加 を

決 定す る際の背 景や判 断基 準 、期 待す る効

果 について明らかにされていない。

今 後、事 業 の定着 拡 充のためには、看 護

管理者 の事業 参加 の判 断 に関する質的 分析

や 、対象 数 の拡 大 による分析 の精 緻 、中小 規

模 病 院の新人研 修 に関する詳 細な実 態調査

等が必要 である。

3.受 入 れ 施 設 が 提 供 した研 修

研 修 は、一 施 設 あたりの研 修 時 間 が平 均

2006分(33.4時 間)で あり、最 も少 ない施 設 は

420分(7時 問)で 、最 も多 い施 設 は3230分

(53.8時 間)の 研 修 を提 供 していた。研 修 内 容

は 、ガイドライン項 目に準 拠 して お り「呼 吸 ・循



環を整 える技術 」「救 命救 急処 置技 術」に関

する研 修 がもっとも多 かった。具 体的 には人

工 呼吸器 管理 や救命 処置 に関するものが多

く、急性期 病院 以外 の施 設や 、医療機 器 設

備 の不足 している施 設 からの参加 者 に対する

研修 を提供 していると考 えられた。また、摂食

嚥 下療法 や災害看 護 、地 域連携 といった施

設独 自の研 修 プログラムも見 受けられた。

現 制度 における研修 の内容 については、補

助金 受給 のための一 定要件 はあるが、研 修

内容 についてはガイドラインに準拠 していれ ば

細かな規定 はなく、各施 設や参 加者 の条件 に

よって調整 可 能である。すなわち、外 部の新

人看 護職 員 に提供 するプログラム策定や評 価

の規定 は研修 の提 供施 設 に委 ねられており、

受入 れ施設側 の研 修企 画運 営 能力 に依 存し

ている可能性 が高いと考 えられる。現 在 、日本

における看 護職 者 の院 内教育 のプログラム立

案 ・評 価 における知識 は体 系化 されていない

26)と考 えられているが、本事 業 のように他組 織

の新人看 護職 員 に対する教 育プログラムの設

計 にあたっては、他 の組 織の施設 背景 や職 員

背 景 、研 修 の実 状等 を踏まえたプログラムを

策 定する必 要があるため、単独 組織 の際のプ

aグ ラム設計 と比べてより複雑 になることが考

えられ る。今 後 、事 業 の定着 拡 充 のためには、

実 績 施設 の成果 の評価 および結 果 の共 有 や 、

事 業 の展 開事例 の蓄積 などによる体 系化 が

重 要であると考 えられる。

本研 究では、事業 で行 なわれていた研 修

時期 についての詳細 な調 査 は行 うことができ

なかった。しかし就職 後 の早 い時期 にオリエン

テーションと同時期 に提 供されていることが推

察 できる。新 人看護 職 員の離職 意 向や内的

な変 化 は経 時的 に変化 する27>28)と考 えられて

いるが、本事 業の場 合 、提供 された研 修の効

果 の評 価 は、新 人看 護職 員 が自施 設 に戻っ

た後 に行 われることが予測 される。つまり、研

修 の提 供組 織 と、効果 を評価 する組織 が異 な

るという問題 が存在 する可能性 がある。他施

設 で受 けた研 修 後の変化や 問題 に対応 する

ためには、研 修後も受 入れ施 設 と参加 施設 問

の継続 的な関わりが必 要 になり、組織 化する

ことが重 要 になると考 えられる。今 後 、受入 れ

施 設一参加 施設 問の連 携 について、包 括 的な

研 修体 制 の構築 を目指 した連携 モデルや 、

地域 単位での組 織化 などの方策 が重 要 にな

ると考 える。

4.事 業への参加 と離 職傾 向

参加 施設 および不参加 施 設 の離職 率の変

化 率 ・新 人看 護職 員継 続意 思 について、全

体 ・病床 規模 ・新 人看 護職 員 体制 の有 無 ・本

事業 以外 の新 人看護 職員 研修 事 業への参

加 の有 無の観 点から比 較 を行 った。その結 果 、

いずれも統 計 学的 に有意 な差 はみられなかっ

た。この結果 の解 釈 においては、1>参加 施設

が事 業参加 によって不参加 施 設 の教育 水 準

の程 度までの効 果を示 した、2)事業 参加 の影

響 は受 けなかった、3)不参加 施設 の教 育水 準

が参加 施 設の教育 水準 の程 度へ悪 化 した、

の3点 での解 釈 が可能 であろう。しかし、3)不

参加 施設 の教 育水 準が参加 施設 の教 育水

準 の程度 へ悪化 した、という点については、不

参加 施設 のす べてに教 育体制 が存 在 してい

ることから現 実的 ではないと考 えられるため、

1)参加 施 設 が事業 参加 によって不参加 施設

の教 育水 準 の程度 までの効果 を示 した、2)事

業参加 の影響 は受 けなかった、のいずれかで

ある可能性 が高いと解 釈 できる。

まず、参加 施 設が事業 参加 によって不 参加

施設 の教 育水 準 の程度 まで効 果 を示 したとい

う論 点についてであるが、研 究対象 の不 参加

施設 は 「自施設 で新 人研 修体 制が無 い」とい

う施設 が0施 設 であったことから、「自施設 で新

人研 修 を提供 できるため他 施設 の研 修 には

不参 加 」であったことが推測 される。つまり、自

施設 の研 修 がガイドラインに準拠 している可能

性 が高 く、教 育環 境 は比較 的整 備 されている

と考 えられる。この背景 を考慮すると、参 加 施



設 は事業 参加 によって一定 の効果 を得 て、そ

の結 果不 参加 施設 の教 育水 準の程度 まで効

果を示したとする解 釈 が説 明できる。しかし、

本事 業 に参加 している施設 の多 くは 中小 規模

病院 が多いため、個 別の組 織 背景 の影 響を

受 けやすく多様 な環境 にあることが推 測できる

ため、本研 究 の結果 をさらに強調 するために

は、調査 対象 数 の拡大 や新人研 修 体制 の条

件等 を考 慮 した検討 が必 要である。

次 に、事業 参加 の影 響 は受 けなかったとい

う論点 についてであるが、本 研 究のデータ数

から一一般 化の説 明は困難である。自組 織で提

供 困難 な研 修 内容というのは、もともと自施 設

では馴染 みが少 なく遭遇 する機会 の少 ない内

容であると考 えられる。つまり、自施 設 に戻 っ

た場合 でも研 修 の効 果が反 映 され にくいもの

であったと考 えられる。その結 果 、離職 率の改

善 には影 響 を及 ぼしにくい可 能性 がある。

本 事業 では、研 修 の内容 については受入

れ施設 側 に委ね られており、参加 する研修 項

目も参加 側 の施設 看護 管理者 によって選択

することが可能 である。その際 、ガイドラインの

大項 目の「看 護職 員 として必 要な基本 的 姿勢

と態度 」に関する項 目といった普 遍 的な項 目

よりも、自施 設では提 供 が困難 な「呼吸 ・循 環

を整 える技術J「救命 救 急処 置技 術」などのよ

り具 体的 な「看護 技 術」項 目に参加 が偏 る可

能性 が考えられる。本 研 究 においても、ガイド

ライン項 目比率 が 「看護 職員 として必 要な基

本 的姿勢 と態度 」17%一 「管理 的側 面」29%一

「看護 技術 」54%で あるのに対 し、実際 に提供

していた研修 の比 率は12%-20%-67%で

あり、「看護 技 術」に関する研 修 の比重が多か

った。っまり、本 事業 における研 修 内容 の傾

向として、自施設 では提供 が困難 な「看 護技

術 」の具 体的項 目に参加 が偏 っていた。

新人看 護職 員 が 自施 設 で遭遇 する機 会 の

少 ない看護 技術 について、他 施設 の研 修で

受 けることの必要性 ついては検討 が必 要であ

ると考 える。成 人 学習者 の学 習 への方 向づけ

は、本来 、課題 達成 中心的`L9>30)であるから、そ

のような特徴 のある新人看 護職 員 に対 して、

自施設 での遭遇 する機 会 の少ない内容 の研

修 を提 供する事 が効 果的 な学習行 動 へ発 展

したのかどうか本研 究では明らかにすることが

できなかった。本事 業 は、被 教 育者側 である

新人看 護職 員 に対する教 育機 会の場の拡大

という点 において有 益であると考 えられるもの

の、部 分 的な研 修 参加 や、自施 設 で遭遇 機

会の少 ない項 目にっいて他 施設 の研修 で敢

えて参加 することの効果 については検 討 の余

地を残 す。新 人看 護職 員 を社会 における重

要な資源 として位 置 づけ、専 門職者 としての

発 達 という観 点で中大局 的な視 点で考えるな

らば、自施設 での遭遇 する機 会 の少 ない内容

の研修 を提供 する事よりも、看 護 専門職 の基

本 的 姿勢や 態度 といった普 遍 的且っ重 要な

共通 要素 についての研修 を充実 させる必要

があると考える。普 遍 的且つ重 要な共 通要 素

は、個別 の医療施 設 に依存 するのではなく、

地域 等のブロック規模 での教 育支援 体 制づく

りや、卒 後研 修や新 人看 護職 員教 育担 当者

研 修 の制 度化 や拡充 なども有 効な手 段 のひ

とっとなりうると考える。いずれ においても、今

後 、調 査 対象数 の拡大や 、他 の新 人看護 職

員研 修事 業 との総合 的な組 み合 わせ による

効果 の評 価 、縦断 的な調 査 、個 別 事例 の質

的アプローチ による検討 など、事業 を複視 的

に検 討する必 要がある。

5.事 業 への参加 と看 護技 術 習得 自信 度

事 業への参加 の有 無 と新人 看護 職員 の看

護技 術習 得 自信度 の関係 について統 計学 的

に有 意な差 はみられなかった。これ は、前 述

同様 に本 研 究のデ0タ の特 徴も影響 している

と考えられる。しかし、平均 得 点は参 加 施設 が

約13%程 度 上 回っていたことから、他 施設 で

行 われる研 修 への参加 が看 護技 術習 得 自信

度 に作用 している可能 性が示唆 された。

本 研 究のデータは、「自施 設である程 度 の



新 人研 修 体制 があり、その上 で他施 設 の研修

に参加 した」施 設 が多かった。このことは、研

修 体制 の整 備や 充実 が新人 看護 職員 を含 め

た看護職 員 の離 職防 止 に効果 的であるとする

報告31)～36)によっても明 らかであり、これ らの報

告を間接 的 に支持 した結 果となった。

本研 究 では、事 業 目的のひとつである看 護

の質 の向上を達成 するための重 要な要 因 とし

て、臨床 看護 実 践能 力の学習行 動 の動機 付

けとなる看 護技 術習 得 自信度 を指 標 として設

定 した。看護 専門職者 における自信 は、継 続

教育 の帰依 であり37)、臨床 の現 場で省察 的な

実践(reflectivepractice)を 行 なうために有効

な経験 である38)。つまり、新 人看護 職員 が専

門職者 として行 動 するための動 機付 けの

sourceと なると考 えられる。新人 看護職 員 が専

門職 としての早い時期 に 自信 という有 効な経

験をすることは、専 門職 としての成 長 に期待 す

る事が出来ると考 える。

6.新 人看 護職 員 の継続 意 思 と個 人要 因

参加 施 設 と不参 加施 設 の新 人看護 職員 の

継 続 意思 ・看 護 技術 習得 自信度 ・離職 に関

連する個 人要 因(人 問関係 満足感/指 導 担

当者 サポート感/管 理者 サポート感/給 与満 足

度/ハ ラスメント経 験の有無/希 望配 置一 致 の

有無)に ついて、「参加 施設 の継続 意 思は、

不参加 施 設より高 く、離 職 に関連 する個 人 要

因 は低 い傾 向」がみられた。また、継 続 意思 と

看護 技術 習得 自信 度と離職 に関連する個 人

要 因のいくつかの因子 間 に、統 計学 的 に相

関 がみられた。これは、いずれも先行研 究39)～

飼〉を支 持する結果 であった
。

本 事業 の 目的である早 期離職 防 止の観 点

から、参加 施設 の継 続 意思 についてみると、

継 続 意思(現 施設)は 給 与満 足 ・看護 技術 習

得 自信 度(診 療 の補助 技術 ・療 養 の世 話技

術 ・総合)に 正の相 関 がみられた。一 方 、不参

加 施 設 の継 続 意思(現 施設)に ついてはいず

れの要 因 においても相 関がみられなかった。

すなわち、新 人看護 職 員が、他 の施 設の新 人

研 修 に参加 し看 護 技術 を習得 して自信を獲

得 することは、職 務継続 意 思 に効 果 的 に作 用

することが示 唆された。これは、事 業参加 施設

の新 人看護 職員 の外 的 内的な特性 を説 明す

る上 で重 要な示 唆を含んでいると考 える。

V.新 人看護職員研修 への課題

他 の施設 の新 人研 修 に参加 した新 人看 護

職 員 の継続 意 思 に、看護 技術 習得 自信 度 と

の相 関がみられたことから、新 人看 護職 員の

継 続意 思 に事 業参加 が影 響していることが示

唆 された。

今後 、事業 の定着 拡 大 においては、本研

究において明 らかになった新 人看 護職 員 の特

性 等を考慮 しながら、実績 施設 の成 果 の評価

および結 果 の共有 、事 業の展 開事例 の蓄積

や 体系化 、研 修参 加後 の継 続 的な関わりの

ための受入れ施 設一参加 施設 問 の連携 組織

化 のための方策 の検討 が重 要 になると考えら

れる。

VL本 研究 の限界

本研 究 では、データ数の限界 、および対象

の多 くが多様な背 景をもつ 中小 規模 病 院であ

ったことから、一一般 化 には限界 がある。今後 の

事 業 の定着 拡 充のためには、標 本数 の拡大 、

他 事業 との関連性 、個 別事 例 の質的 アプロー

チ による検討 、プaグ ラムモデル策 定など、量

的 ・質的側 面 からの分析 を行 い補 完 する必 要

がある。

しかし、このような研 究 上の限界 はあるもの

の、これまで他施 設 で行 われる研修 に参加 す

る機 会が少なく、制度 的支 援 が存在 しなかっ

た我 が国の現状 にあって、受 入れ施 設と参加

施 設 の双 方を研 究対 象 にしたことには十分 な



意義 があると考 える。また、事 業開 始初年 度

の状 況 について実 態を明 らか にしたこと、本事

業の 目的 である離職 と看 護 技術 習得 自信度

のふたつの観 点について参 加施 設 と不参加

施 設 を比 較したこと、新 人看 護職 員 の外 的 内

的特性 の示 唆 を得 たことは、今 後の事業 の定

着 拡 充および評価 のための資料 となりえるも

のである。

V猛.結 論

新人 看護 職員 研修 事 業 「医療機 関受入研

修 」につ いて量 的記述 的調 査および分析 を行

った結果 、以下 の知 見を得 た。

1受 入 れ施設 が提 供 している研修 は、厚 生 労

働 省ガイドライン項 目の 「呼吸 ・循環 を整 える

技 術」「救命 救急 処 置技術 」に関する研 修 が

もっとも多 く、次 いで 「食 事援助 技術 」「活動 ・

休 息活 動援 助 技術 」であり、次 にr創 傷 管理

技 術」「与薬 の技 術 」「症状 ・生体機 能 管理 技

術 」であった。

2.参 加 施設 と不参加 施 設の新人 看護 職員 離

職傾 向と看護 技術 習得 自信 度を比較 した結

果 、統 計学 的 に有意 な差 はなかった。

3参 加 施設 と不参加 施 設の新 人 看護職 員 の

継 続意 思 と離 職 関連要 因の関係 について、

統 計学 的 に有意 な相 関はみられなかったが、

平 均得 点 で「参加施 設 の継続 意 思 は、不参

加 施設 より高 く、離職 に関連する個 人要 因 は

低 い傾 向 」を示していた。

4.参 加施 設 の継続 意 思 にっいて、継 続意 思

(現施 設)は 給 与満 足 ・看護 技術 習得 自信 度

(診療 の補助 技術 ・療 養 の世話 技術 ・総 合)

に相 関がみられた一方 で、不参加 施設 の継

続 意思(現 施設)に ついてはいずれの要 因 に

おいても相 関がみられなかった。このことから、

新 人看護 職 員 が、他 の施 設の新人研 修 に参

加 し看 護技 術 を習得 して自信 を獲得 すること

は、職 務継 続意 思 に効果 的 に作用 することが

示 唆 された。
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